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ウクライナからの避難民への支援体制構築についての緊急要望 

 

ロシアによるウクライナへの非人道的な軍事侵略が続き、祖国を追われた多く

のウクライナ国民が国外へ避難を余儀なくされている。日本政府も避難民として

の受け入れを行うこととし、一昨日政府専用機にてまず２０名が到着した。また、

東京都もウクライナ情勢に係る緊急対策を発表し、都営住宅等を活用した住宅支

援や生活に関わる支援を行うとしている。 

国の発表によれば支援を希望する企業や自治体の申し出が４月１日までに６１

８件に達したとしており、自治体では都道府県及び政令市が中心となっている。し

かし現実には直接的な支援は都道府県と連携の上で基礎自治体が行うことが望ま

しく、何よりウクライナ国民の直面している窮状を思えば当区としても可能な限

り出来得る支援を行うべきであり、下記の項目について東京都と連携の上、速やか

に検討し実施することを求める。 

 

記 

 

一、全庁横断的な支援を可能とするウクライナ避難民支援対策室の設置 

一、区内都営住宅に入居する避難民の実態把握及び支援方法の検討 

一、相談、情報提供としての窓口、担当の設置 

一、相談、情報提供のための翻訳機確保及び、通訳の派遣体制の構築 

一、国際交流協会と連携した日本語教育の実施 

一、民間事業者と連携した就労生活支援の実施 

一、学齢期における教育支援の検討 

一、医療支援体制の検討 

一、旧洗心寮の活用等による区独自の居住支援策の検討 

以上 


